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今井一「住民投票 観客民主主義を超えて 」岩波新書 2000年
今井一編著「住民投票」日本経済新聞社 1997年
岩波書店編集部編「これから どうするか 未来のつくり方」岩波書店 2013年
賀来健輔「条例の制定又は改廃の直接請求に関する課題とその一考察 制度の積極的活用の観点か
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桐生市（群馬県） 03.7 × × 1/6以上 1/2以上 なし
広島市（広島県） 03.9 × × 1/10以上 1/2以上
18歳以上
定住外国人

























































































































































































































































































新城市（愛知県） 14.4 × × 1/3以上 なし なし
苫小牧市（北海道） 16.4 ○
○
要議決
1/4以上 なし
18歳以上
永住外国人
（2016年3月31日現在制定状況。各条例から著者が整理作成）
※1 箕面市の場合，市民参加条例に「市長は，市民の意思を直接問う必要があると認めるときは，市民投票を実施するこ
とができる」とし，投票資格者，必要な手続きなどは別に条例で定めると規定するにとどまっている。厳密な意味での
常設型住民投票条例とは異なる。
※2 連署が1/50以上で1/4に満たない場合は議会の議決が必要であり，1/4以上の場合は議決が不要とされている。
※3 逗子市の場合，市長が発議するときは，あらかじめ市民参加制度審査会に諮問し，3分の２以上の承認議決が要件と
なっている。
※4 大東市の場合は，適正な請求を受理した際は住民投票条例を議会に付議することとしている。また，自治基本条例と
住民投票の発議に関する規則で構成されている。
※5 川崎市の場合，住民投票の実施にあたっては，市長はあらかじめ議会に協議を求め，議員の2/3以上の反対があると
きは，住民投票を実施することができない。
※6 木曽町の場合，住民投票の対象となる「街全体に重大な影響を及ぼす事案」として掲げられた各号列記事項に該当す
ると町長が判断しようとするときは，議会に諮り3/4以上で決することとしている。
※7 小金井市の場合，選択肢のいずれかが投票資格者総数の1/3以上により選択されたときに，市長及び議会に結果尊重
義務があるとしている。
※8 小諸市の場合，選択肢のいずれかが投票資格者総数の1/4以上に達したときに，市民，議会及び執行機関に結果尊重
義務があるとしている。
※9 鳥取県の場合，県民からの投票請求において選挙人名簿登録者総数が40万人を超えるときは，40万人を超える数に
1/6を乗じて得た数と40万人に1/3を乗じて得た数を合算した数の署名が集まれば，議会の議決なしに県民投票を実
施することとしている（それに満たず1/10以上の署名の場合は要議決）。これは2012年９月５日に公布された「地方
自治法等の一部を改正する法律」による解散・解職請求に必要な署名要件の緩和に適合させたものと考えられる。
